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2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災と，それに伴う原子力発電所の事故を契機として，我が国のエ

ネルギー政策の見直しに向けた議論が活発になっている．特に，原子力発電や再生可能エネルギーの位置

付けや温室効果ガスの排出削減のための方策に関する議論は，震災前後において変化が生じているものと

考えられるが，現時点までにそうした論点の変化を客観的かつ定量的に分析した事例は存在しない．本稿

では，震災前後における総合エネルギー基本調査会の会議の議事録を分析対象とし，質的データ分析によ

ってエネルギー・環境問題に関する論点を可視化した．まず，テキストマイニングによってキーワードご

との出現頻度を分析した．次に，多重応答分析を用いてキーワード間および発言者との関連性の強さを統

計的に分析し散布図上で視覚的に表した． 
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1. はじめに 

我が国のエネルギー政策においては，高度経済成長に

よる飛躍的なエネルギー需要の増加や，70 年代のオイル

ショックによる石油価格の高騰に伴うエネルギー安全保

障への関心を経て，90年代以降は地球環境問題への対応，

特に温室効果ガス排出削減の必要性も加わった結果，火

力発電を含む石油資源への依存度の低下と，原子力およ

び再生可能エネルギーの維持または推進が，中長期的な

方針とされてきた．しかし，2011 年 3 月 11 日に発生し

た東日本大震災と，それに伴う福島第一原子力発電所の

事故を契機として，我が国のエネルギー政策の根本的な

転換を求める議論が行われつつある．特に，今回の原発

事故により安全性という観点が強調されるようになった

ことは周知の通りであるが，一方で，低炭素社会の実現

（温室効果ガスの排出削減）への関心が相対的に弱くな

っていること懸念される． 

このように，震災の前後ではエネルギー問題や環境問

題の論点は一変したとの印象を受けるが，そのことで従

来の関心事の重要性が「絶対的に」低くなることは望ま

しくない．今般の震災と事故を教訓として，国民の広い

関心を喚起しながら，中長期的なエネルギー・環境問題

に対するビジョンを描くためには，震災前後における論

点を科学的に分析し，視覚的に分かりやすく示す必要が

あるが，現時点までにそうした論点の変化を客観的かつ

定量的に分析した事例は存在しない． 

本稿では，震災前後における政府のエネルギー関連の

審議のための会議の議事録 1-8) を分析対象とし，テキス

トマイニングおよび多重応答分析という質的データ分析

の手法を用いて，震災前後におけるエネルギー・環境問

題に関する論点を可視化し，論点の変化について考察し

た．まず，テキストマイニングによってキーワードごと

の出現頻度を分析し，「エネルギー」や「原子力」など中

心的な論点となっているキーワードとの同時出現率（同

じセンテンスに出現する比率）として定量化した．次に，

センテンスごとの各キーワードの出現の有無と発言者を

カテゴリカルデータとして表すことにより，多重応答分

析を適用してキーワード間および発言者との文脈上の関

連性の強さを統計的に分析し，それらの相対的な位置付

けを散布図上で視覚的に表した． 



 

 2

表-1 分析対象とした会議の概要 

 会議の名称 開催日 

1) 総合資源エネルギー調査会 総会

（平成17年度） 

2005年7月20日 

2) 同 総会（平成19年度） 2007年7月24日 

3) 同 総会（平成20年度） 2008年8月1日 

4) 総合資源エネルギー調査会 基本問

題委員会（第1回） 

2011年10月3日 

5) 同 基本問題委員会（第2回） 2011年10月26日

6) 同 基本問題委員会（第3回） 2011年11月9日 

7) 同 基本問題委員会（第4回） 2011年11月16日

8) 同 基本問題委員会（第5回） 2011年11月30日

 

分析対象とした会議は，震災前後での比較を前提とし

て，いずれも「総合エネルギー基本調査会」の議事録と

した（表-1）．ただし，震災前については過去 3年度の総

会，震災後についてはエネルギー基本計画の見直しを議

題とした「基本問題調査会」のうち，自由討議を中心と

した第1回と各委員からの発表および質疑を中心とした

第 2回から第5 回を分析対象とした． 

2. 震災前後におけるエネルギー需給に関する議

論の概要 

ここでは，震災前後におけるエネルギー需給に関する

中長期ビジョンや提案・提言など議論の概要を，エネル

ギー供給割合（エネルギーミックス）および電源構成，

特に原子力および再生可能エネルギーや，低炭素社会の

実現との関連に焦点を当てて整理する． 

(1) 震災前における中長期ビジョン 

経済産業省による「新・国家エネルギー戦略」9) は，

2006年に当面の日本のエネルギー戦略として，①国民に

信頼されるエネルギー安全保障の確立，②エネルギー問

題と環境問題の一体的解決による持続可能な成長基盤の

確立，③アジア・世界のエネルギー問題克服への積極的

貢献の実現を目標として，具体的な取組に言及している．

エネルギー安全保障を目的として，世界の天然資源需要

および安全性の制約の下で，エネルギー効率，石油依存

度，石油の自主開発比率などの目標の実現を図っている．

可能な限り石油依存度を低下させた「世界最先端のエネ

ルギー需給構造」によって，エネルギー問題と地球環境

問題を一体的に克服するものとされており，エネルギー

問題への取り組みが，結果的に地球環境問題に対しても

一定の効果を持つとされている．また，原子力の安全確

保に万全を期すことを前提とした上で，原子力発電の比

率は 2030 年以降も 30～40％程度以上を目標とされてい

ると同時に，バイオマス燃料の供給にも言及している． 

2010年に閣議決定された「エネルギー基本計画」10) で

は，ゼロ・エミッション電源（原子力および再生可能エ

ネルギー）の比率を現状の34%から，2020年に 50%以上，

2030 年には約 70%に引き上げるとしている．ここでは，

立地地域を始めとした国民の理解と信頼を得つつ安全の

確保を制約とした原子力の新増設（14 基以上）および設

備利用率の引き上げ（約90％）と，再生可能エネルギー

の最大限の導入が前提とされている． 

2007年に閣議決定された「21世紀環境立国戦略」11) は，

日本のCO2（二酸化炭素）排出量および廃棄物発生量の

削減，里地里山の保全，経済成長，アジアの円滑な資源

循環を目的としており，その背景には，温室効果ガス排

出，天然資源消費，廃棄物発生，生態系保全，社会経済

の発展といった問題意識がある．国民の受容性や安全性

の制約の下で，技術開発やライフスタイルの変革，社会

経済システムの仕組みの構築を通して，CO2 排出量の削

減を目指している．バイオ燃料については環境影響や食

料競合に配慮すること，原子力については安全確保や核

不拡散が，それぞれの利用の前提とされている．ただし，

具体的なエネルギー供給割合や電源構成の数値には言及

していない． 

一方で，2007 年の「2050日本低炭素社会シナリオ 温

室効果ガス70%削減可能性検討」12) においては，バック

キャスティングのアプローチによって，我が国が 2050

年までに温室効果ガスの 70％削減を達成する可能性に

ついて検討されている．温室効果ガス削減と経済発展の

両立を目標として，２つの社会シナリオ（A：活力・成

長志向型，B：ゆとり・足るを知る型）において，CO2

排出量 70％削減と所定の経済成長（１人当たり GDP 成

長率2%または 1%）と二次エネルギー需要を，最小の対

策費用で達成する二次エネルギー供給の割合が探索され

ている．天然資源およびバイオマス賦存量，国民の受容

性・安全性の制約の下で，一次エネルギー供給に占める

原子力および再生可能エネルギーの割合は，20～30%程

度の場合が例示されている． 

以上のように，震災前における政府系の中長期ビジョ

ンにおいては，エネルギーを主題としたものにおいても，

環境を主題としたものにおいても，火力発電を含む石油

資源への依存度の低下と，原子力および再生可能エネル

ギーの維持または推進が方針とされてきたことが分かる． 

(2) 震災後における提案・提言 

震災と原発事故を契機として，大学や研究機関などの

専門家を中心として，中長期的なエネルギー需給に関す

る様々な提案・提言・議論が公表されている 13-17)．これ

らに共通する認識としては，原子力発電の安全確保の必

要性や，短期的には原子力発電の停止によって電力供給

が不足する懸念などが挙げられる．ただし，その共通認
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識の範囲内でも意見は多様であり，原子力発電は短期間

で廃止するべきで，電力供給の不足分は火力発電などの

増強と節電によって補うことが可能とする意見から，中

長期的にも安全確保を前提として原子力発電を維持・推

進していくべきとする意見，中長期的に再生可能エネル

ギーの割合を高め，原子力発電は縮小・廃止するという

中庸の意見など様々である．また，低炭素社会の実現に

対する関心の強さにも幅が見られる．これらの中から，

いくつかの代表的な提案・提言について，以下に概要を

述べる． 

環境エネルギー政策研究所 16) は，震災によって電力需

給ギャップが生じた東日本に対して，供給力や過去の需

要量を含めた検証を行い，短期的および中長期的な施策

を提言している．特に，電力供給に占める地域分散型の

再生可能（自然）エネルギーの割合を2020年には 30%，

2050 年には 100%とするビジョンを描いている．原子力

発電は，早ければ2020年に 0%にするとしている． 

一方で澤田 18) は，2030 年において電力供給のうち再

生可能エネルギーを20%，原子力発電を40％としている． 

橘川 19) は，2030 年の電源構成として，再生可能エネ

ルギーで30%，節電で10%を前提として，残りの60%を

火力と原子力で按分する比率について「脱原発（60%：

0%）」「脱原発依存（40%：20%）」「現状維持（30%：30%）」

の３つのシナリオを提案している． 

こうした中，前述の総合資源エネルギー調査会の基本

問題委員会は，2010年のエネルギー基本計画をゼロベー

スで見直し，新たなエネルギーミックスとその実現のた

めの方策について議論し，その論点整理を 2011 年 12 月

に公表した 20)．本稿で分析対象とした震災後の5回の会

議（表-1）は，この論点整理の対象と同一である． 

3. テキストマイニングによるキーワードの出現

頻度の分析 

ここでは，テキストマイニングによってキーワードご

との出現頻度（そのキーワードが出現するセンテンスの

割合）を分析し，「エネルギー」や「原子力」など中心的

な論点となっているキーワードとの同時出現率（同じセ

ンテンスに出現する比率）として定量化する． 

(1) テキストマイニングの分析方法 

テキストマイニングとは，蓄積された膨大なテキスト

データを何らかの単位（文字，単語，句）に分解し，こ

れらの関係を定量的に分析することである．分析の技術

を含むことが，単なる検索や分類整理といった類似技術

との差異である．日本語のような連続した文字列で構成

されるテキストデータの場合は，文（センテンス）を文 

表-2 テキストマイニングによって抽出されたキーワ

 ード 

1 エネルギー 21 資源量 41 風力 

2 政策 22 ウラン等 42 バイオマス 

3 供給 23 化石燃料 

4 中長期的視野 24 社会情勢 

43 スマートグリ

ッド 

5 環境 25 化石燃料価格 44 分散型電源 

6 安定 26 国際関係 45 需要 

7 安全 27 信頼 46 省エネ 

8 技術革新 28 発送電分離 47 産業 

9 使用済核燃料 29 電力自由化 48 業務 

10 放射能汚染 30 FIT 49 家庭 

11 地球温暖化 31 RPS 50 節電 

12 蓄電 32 技術 51 国民意識 

13 原料調達リスク 33 防災 52 企業努力 

14 世論 34 制度 53 技術開発促進 

15 コスト 35 安全基準 54 需要抑制 

16 原子力 36 事故対応 55 コジェネ 

17 送電効率 37 国際競争力 56 ヒートポンプ 

18 発電効率 38 水力 

19 再エネ・新エネ 39 太陽光 

20 CO2排出量 40 地熱 

  

※ 再エネ・新エネ：再生可能エネルギー・新エネルギー 

※ FIT：固定価格買取制度 

※ RPS：再生可能エネルギー利用割合基準 

 

法的に意味のある単位の構成要素に分割する必要があり，

意味を持つ最小の文字列（形態素）に分割し，品詞情報

を付け加える作業が「形態素解析」と呼ばれる．21, 22) 

本稿では，表-1に示した会議の議事録のテキストデー

タをもとに，それぞれで完結した内容（文脈）のセンテ

ンス（震災前：669文，震災後：1,220文）に分割した上

で，テキストマイニングソフト「SPSS Text Analytics for 

Surveys」を用いて以下の手順で分析を進めた．まず，ソ

フトに搭載された辞書に基づいて自動的に形態素と品詞

情報を抽出した（形態素解析に相当）．次に，共通の文字

列を含む形態素を自動的に統合して（言語学ベース）カ

テゴリを作成した．さらに，形態素の文脈上の意味を考

慮して，適宜，カテゴリを分割・統合・カテゴリ名を変

更した上で，センテンスごとに出現したカテゴリを整理

した．また，ここでは論点を抽出することが目的であり，

それぞれの論点に対して発言者が肯定的か否定的かとい

った主観的な情報は分析の対象ではないことから，名詞

の形態素を含まないカテゴリは削除した．以後は，この

段階までで抽出されたカテゴリを「キーワード」と呼ぶ． 

いずれかの回において出現頻度が 1%以上となったキ

ーワードは，表-2 に示した 56 語であった．これらのう

ち，出現頻度が高かった上位 2語は「エネルギー」（震災

前：36.0%，震災後：30.5%）と「原子力」（震災前：15.7%，

震災後：33.1%）であったが，単純な出現頻度からは，

どのような文脈でキーワードが出現したかについては分 
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表-3 震災前における「エネルギー」との同時出現率

 の上位10語と同時出現率 [%] 

平成17年度 平成19年度 平成20年度 

需要 22.3 政策 27.6 技術革新 28.3

政策 22.3 省エネ 24.1 供給 22.6

供給 20.0 地球温暖化 22.4 省エネ 17.0

環境 17.7 環境 19.0 政策 17.0

省エネ 13.1 原子力 19.0 地球温暖化 17.0

化石燃料 11.5 再エネ・新エネ 17.2 原子力 13.2

原子力 08.5 需要 10.3 安定 11.3

技術革新 07.7 技術革新 10.3 CO2排出量 09.4

地球温暖化 06.2 電力 08.6 再エネ・新エネ 09.4

安定 04.6 家庭 08.6 環境 07.5

表-4 震災前における「原子力」との同時出現率の上

 位10語と同時出現率 [%] 

平成17年度 平成19年度 平成20年度 

エネルギー 36.7 エネルギー 23.9 使用済核燃料 27.6 

政策 30.0 安全 21.7 エネルギー 24.1 

技術革新 23.3 再エネ・新エネ 13.0 安全 24.1 

省エネ 16.7 省エネ 10.9 技術革新 20.7 

電力 13.3 電力 08.7 電力 13.8 

需要 10.0 政策 08.7 供給 13.8 

電力自由化 10.0 地球温暖化 08.7 地球温暖化 13.8 

地球温暖化 06.7 環境 06.5 安定 13.8 

化石燃料 06.7 使用済核燃料 06.5 CO2排出量 13.8 

再エネ・新エネ 06.7 コスト 04.3 化石燃料 10.3 

表-5 震災後における「エネルギー」との同時出現率

 の上位10語と同時出現率 [%] 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 

原子力 48.8 原子力 40.4  政策 32.0  原子力 39.4  原子力 24.6 

安全 25.0 再エネ 26.9  原子力 32.0  化石燃料 23.1  政策 23.0 

政策 22.5 政策 25.0  供給 20.0  政策 20.2  再エネ 18.0 

再エネ 18.8 供給 17.3  コスト 14.7  再エネ 18.3  供給 16.4 

供給 18.8 産業 15.4  電力 10.7  電力 18.3  省エネ 14.8 

コスト 17.5 電力 15.4  省エネ 9.3  需要 15.4  化石燃料 14.8 

電力 17.5 需要 11.5  家庭 9.3  省エネ 13.5  需要 14.8 

環境 12.5 化石燃料 11.5  安定 8.0  供給 12.5  電力 14.8 

需要 12.5 安全 09.6  需要 6.7  安全 09.6  安定性 11.5 

安定 12.5 原料調達

リスク 

05.8  環境 6.7  産業 08.7  分散型電

源 

09.8 

※ 再エネ：再生可能エネルギー・新エネルギー 

表-6 震災後における「原子力」との同時出現率の上

 位10語と同時出現率 [%] 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 

エネ 61.9  再エネ 37.2  エネ 26.1  エネ 41.4  再エネ 22.2 

安全 34.9  エネ 26.9  政策 16.3  再エネ 23.2  エネ 20.8 

再エネ 19.0  安全 20.5  コスト 15.2  政策 18.2  コスト 16.7 

コスト 15.9  化石燃料 11.5  電力 14.1  安全 18.2  安全 13.9 

電力 15.9  コスト 11.5  安全 13.0  化石燃料 17.2  化石燃料 11.1 

技術革新 15.9  放射能汚

染 

10.3  再エネ 12.0  電力 11.1  供給 11.1 

環境 11.1  政策 9.0  CO2 9.8  需要 9.1  信頼 9.7 

省エネ 11.1  供給 9.0  放射能汚

染 

8.7  CO2 9.1  安定性 9.7 

供給 11.1  安定 6.4  技術革新 7.6  供給 8.1  技術革新 9.7 

化石燃料 9.5  地球温暖

化 

6.4  使用済核

燃料 

7.6  省エネ 7.1  政策 8.3 

※ エネ：エネルギー，再エネ：再生可能エネルギー・新エネルギー，CO2：CO2排出量 

からない．以下の分析では，各回の会議について，「エネ

ルギー」や「原子力」が出現したセンテンスに他の各キ

ーワードが出現した割合を「同時出現率」と定義して，

エネルギー問題や原子力発電がどういった観点から議論

されていたかを分析した． 

(2) 震災前の会議の分析結果 

震災前の 3回の会議 1-3) について，「エネルギー」との

同時出現率の上位 10 語と同時出現率を表-3 に示した．

各年度に共通して，「政策」「供給」「省エネ」が上位を占

めていることが分かる．また，平成19年度以降は「環境」

「地球温暖化」「CO2排出量」といったキーワードが上位

を占めている．このことから，震災前のエネルギー政策

は，低炭素社会の実現に向けた議論が行われていたと考

えられる． 

同様に，「原子力」との同時出現率の上位10 語と同時

出現率を表-4 に示した．平成 19 年度に「安全」との同

時出現率が高くなっているが，これは直前の 7月 16日に

発生した新潟県中越沖地震に伴う柏崎刈羽原子力発電所

の事故を受けた議論を反映している．また，平成20年度

には「使用済核燃料」との同時出現率が高くなっている． 

(3) 震災後の会議の分析結果 

震災後の 5回の会議 4-8) について，「エネルギー」との

同時出現率の上位 10 語と同時出現率を表-5 に示した．

各回に共通して「原子力」「政策」「再エネ・新エネ」が

上位を占めている．その他のキーワードについては，第

2 回から第 5 回が異なる委員からの発表および質疑を中

心とした議題であったことから，各回で傾向が異なる． 

同様に，「原子力」との同時出現率の上位10 語と同時

出現率を表-6に示した．各回に共通して「エネルギー」

「再エネ・新エネ」「安全」が上位を占めている．「原子

力」というキーワード自体が震災後に出現頻度が増加し

ている上に，震災前にはキーワード自体の出現頻度が少

なかった「安全」との同時出現率が高いことからも，原

子力発電の安全性に対する議論が重視されていることが

確認できる．また，「コスト」も各回で上位にあるが，こ

れには，原子力発電のコストは補償金や除染費用などを

考慮すると従来の試算よりも高かったのではないか，と

いった議論が反映されている． 

(4) 震災前後の分析結果の比較 

震災前の3回分と震災後の5 回分の結果を，それぞれ

合わせて，震災前後での「エネルギー」との同時出現率

を比較した（図-1）．ただし，震災前後を合わせて「エネ

ルギー」との同時出現率が 5%以上のキーワードのみを

示した．「原子力」の同時出現率が，震災後に約3倍にな

っている．また，震災後は「環境」「地球温暖化」など低 



 

 5

0 5 10 15 20 25 30 35 40

CO2排出量

産業

安定

地球温暖化

コスト

安全

技術革新

環境

電力

化石燃料

需要

省エネ

再エネ・新エネ

供給

政策

原子力

同時出現率 [%]

震災前 震災後

 

図-1 震災前後での「エネルギー」との同時出現率 
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図-2 震災前後での「原子力」との同時出現率 

炭素社会の実現に関連するキーワードとの同時出現率が

低下いるのに対して，「安全」「コスト」などとの同時出

現率は上昇している．また，「需要」「供給」については，

震災前後で「エネルギー」との同時出現率に大きな変化

は見られない． 

同様に，震災前後での「原子力」との同時出現率を比

較した（図-2）．ただし，震災前後を合わせて「原子力」

との同時出現率が 5%以上のキーワードのみを示した．

「再エネ・新エネ」との同時出現率が，震災後に約3倍

になっている．元のテキストデータ（議事録）の内容か

らは，震災後は原子力の代替エネルギーとして再生可能

エネルギーや新エネルギーが議論されている傾向がある

一方で，震災前は，いずれも化石燃料（火力発電）の代

替エネルギーとして位置付けられる傾向が見られた．ま

た，「原子力」と「安全」の同時出現率は，震災前後で大

きな変化が見られない．しかし，元のテキストデータの

内容からは，震災前は「安全に稼働する」ための対策に

ついて議論が中心であり，震災後は「安全のために縮小・

廃止すべき」という議論が増加している傾向が見られた． 

4. 多重応答分析を用いたキーワード間の関連性

の分析 

ここでは，多重応答分析を用いてキーワード間および

発言者との文脈上の関連性の強さを統計的に分析し，そ

れらの相対的な位置付けを散布図上で視覚的に表す． 

(1) 多重応答分析の方法 

多重応答分析は，多重コレスポンデンス分析または多

重対応分析とも呼ばれるカテゴリカルデータ（質的デー

タ）の分析手法の１つであり，2 変数を対象としたコレ

スポンデンス分析（応答分析，対応分析）を 2変数以上

の分析に拡張した手法である．アンケート調査の分析に

適用する場合であれば，複数の選択肢から１つを選ばせ

る単一回答形式の複数の質問に対して，回答者（オブジ

ェクト）を行，質問を列に配置することによって，カテ

ゴリ（質問の選択肢）間の類似性（同じような回答者に

選択される）やオブジェクト間の類似性（同じような回

答をしている）を，散布図（布置図）上で視覚的に表す

ことができる．このとき，類似性の高いカテゴリやオブ

ジェクトはより近く，類似性の低いカテゴリやオブジェ

クトはより遠く配置される．散布図の原点の近くに配置

されるカテゴリは，他のカテゴリと比較して特に特定の

オブジェクト（回答者）に選択される傾向がない（特徴

のない）選択肢と解釈される．23, 24) 

以下では，3. におけるテキストマイニングにおいて抽

出されたキーワードから，各回について出現頻度が 1%

以上となったものを分析対象とした．これらのキーワー

ドは全て，表-2 に示した 56 語に含まれている．センテ

ンスごとの各キーワードの出現の有無（出現しない：1，

出現する：2）と各センテンスの発言者をカテゴリ，各セ

ンテンスをオブジェクトとするカテゴリカルデータの形

式に変換することで，多重応答分析を適用した．分析に

は，統計解析ソフト「SPSS Statistics」のモジュール「SPSS  
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図-3 震災前（平成17年度）の多重応答分析の結果 
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図-4 震災前（平成19年度）の多重応答分析の結果 

Categories」を用いた．解の次元を2として，出力された

各カテゴリの重心座標（次元 1，次元2）を散布図上に配

置した．ただし，各キーワードについては，「出現する」

カテゴリの重心座標のみを示した．以上の手順によって，

類似した文脈で出現するキーワードは何か，それらと発

言者の関係はどうか，散布図上で視覚的に表すことを試

みた．以下，多重応答分析の結果を示す散布図において

は，数字はキーワードの位置を，◇は発言者の位置を示

している．なお，キーワードと数字の対応は表-2に示し

たとおりである． 
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図-5 震災前（平成20年度）の多重応答分析の結果 

(2) 震災前の会議の分析結果 

平成17年度の会議（総会）について多重応答分析を適

用した結果を，図-3の散布図に示した．「6 安定」「15 コ

スト」「24 社会情勢」「25 化石燃料価格」が近くに配置

されており，同じ文脈で出現することが多いことを示さ

れている．平成 17年度の会議では，エネルギー安定供給

の観点から，火力発電のコストに大きな影響を及ぼす化

石燃料の価格が，社会情勢の変化により変動する可能性

などについて議論されていたことが分かる． 

同様に，平成19 年度の会議について多重応答分析を適

用した結果を，図-4の散布図に示した．「1 エネルギー」

「2 政策」「8 技術革新」「11 地球温暖化」「19 再エネ・

新エネ」「29 電力自由化」「31 RPS」が近くに配置され

ている．平成19 年度の会議では，エネルギー政策と地球

温暖化への対策との関係において，再生可能エネルギー

や新エネルギーなどのハード面の技術革新に加え，電力

自由化や RPS などのソフト面の取り組みについても議

論されていたことが示されている．また，「7 安全」と「16 

原子力」が比較的近くにあることは，3. (2) で述べた結

果と一致する． 

平成 20 年度の会議について多重応答分析を適用した

結果を，図-5の散布図に示した．「1 エネルギー」「3 供

給」「5 環境」「11 地球温暖化」「24 社会情勢」が近くに

配置されている．平成20年度の会議では，エネルギー供

給に関して，地球温暖化など環境への配慮や，社会情勢

の変化などが議論されることが多かったことが示されて

いる．また，「2 政策」「15 コスト」「19 再エネ新エネ」

「39 太陽光」が近くにあることから，太陽光など再生可

能エネルギー・新エネルギーの普及に関する政策が議論

されていたことも分かる． 
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図-6 震災後（第1回）の多重応答分析の結果 
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図-7 震災後（第2回）の多重応答分析の結果 

(3) 震災後の会議の分析結果 

第 1回の会議（基本問題委員会）について多重応答分

析を適用した結果を，図-6の散布図に示した．「7 安全」

と「16 原子力」が非常に近くに配置されており，3. (3) で

述べた結果と一致する． 

第 2回の会議について多重応答分析を適用した結果を， 

図-7 の散布図に示した．「11 地球温暖化」「20 CO2排出

量」「23 化石燃料」が近くに配置されている一方で，「4 中

長期的視野」が「9 使用済核燃料」「10 放射能汚染」の

近くにあり，これらが中長期的な問題として議論されて

いることが分かる． 

第 3回の会議について多重応答分析を適用した結果を， 
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図-8 震災後（第3回）の多重応答分析の結果 
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図-9 震災後（第4回）の多重応答分析の結果 

図-8 の散布図に示した．ここでは，「4 中長期的視野」

は「27 信頼」「33 防災」など，いずれも震災前には出現

頻度が低かったキーワードの近くに配置されている． 

第 4回の会議について多重応答分析を適用した結果を，

図-9 の散布図に示した．「1 エネルギー」「16 原子力」

を中心として，「2 政策」「7 安全」「27 信頼」などと近

くに配置されている．また，第 3回から一転して，「4 中

長期的視野」は「11 地球温暖化」「20 CO2排出量」「23 化

石燃料」の近くにある．同時に，これらのキーワードの

非常に近くに配置された発言者がいるが，これは海外か

らのゲストスピーカーである．ただし，他の多くの発言

者は，これらのキーワードから遠くに配置されている． 
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図-10 震災後（第5回）の多重応答分析の結果 

最後に，第5回の会議について多重応答分析を適用し

た結果を，図-10の散布図に示した．ここでも，「7 安全」

「9 使用済核燃料」「10 放射能汚染」「16 原子力」「27 信

頼」などの原子力発電に関係するキーワードと，「5 環境」

「11 地球温暖化」といったキーワードは遠くに配置され

ているが，第4 回と同様に「4 中長期的視野」は「11 地

球温暖化」の近くにある． 

5. 考察 

本稿における分析結果の多くは，1. でも述べたような

一般的な認識を裏付けるものであったと言えるが，いく

つかの点で興味深い結果が得られた． 

まず，3. (4) で述べたように，原子力と再生可能エネ

ルギーは，震災前は化石燃料（火力発電）の代替エネル

ギーとして共存するものとして議論されていたが，震災

後は，原子力を再生可能エネルギーで代替するといった

ように，対立するものとして議論される傾向が見られた．

原子力発電と安全については，震災前は「安全に稼働」

するための議論が中心であるのに対して，震災後は「安

全のために縮小・廃止」するという議論に移行している．

ただし，これらの結果はテキストマイニングによる分析

結果から着想したものの，最終的には元のテキストデー

タの内容を精査することで得られたものであり，本稿で

適用した形態素解析までのアプローチの限界と認識しな

ければいけない． 

次に，4. (3) で述べたように，どういった問題を中長

期的な視野で議論するかについては，現時点では使用済

核燃料や放射能汚染に関する問題と，従来から議論され

てきた地球温暖化や化石燃料に関する問題に大きく二分

される傾向が見られた．これらの問題を一体として議論

することは必ずしも容易ではないが，エネルギー問題と

環境問題は不可分であるであることを前提として，改め

て中長期的に目指すべきエネルギー・環境問題のビジョ

ンについて議論することが求められていると言えよう． 

6. おわりに 

本稿では，震災前後における政府のエネルギー関連の

審議のための会議の議事録を分析対象とし，テキストマ

イニングおよび多重応答分析を用いて，震災前後におけ

るエネルギー・環境問題に関する論点を可視化した．テ

キストマイニングによって「エネルギー」や「原子力」

など中心的な論点となっているキーワードとの同時出現

率を定量化するとともに，多重応答分析を適用してキー

ワード間および発言者との文脈上の関連性の強さを統計

的に分析し，それらの相対的な位置付けを散布図上で視

覚的に表した． 

最後に，改めて言及するまでもなく，本稿で実践した

ような分析は，今後も継続的に実施されることで意義が

生まれるものである．そのことで，中長期的な視野が不

可欠なエネルギー・環境問題に対して，議論に不可欠な

観点を整理・再認識するために活用されうるものである． 
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VISUALIZATION OF ENERGY AND ENVIRONMENTAL ISSUES 
BEFORE AND AFTER THE DISASTER BY QUALITATIVE DATA ANALYSIS 

Jun NAKATANI, Seika AKEMURA, and Yuichi MORIGUCHI 

The Great East Japan Earthquake on March 11, 2011, which was followed by the accidents in a nuclear 
power plant in Fukushima, accelerated the debates on reconstruction of the national energy policy in 
Japan. Among others, it seems that roles of nuclear and renewable energy, as well as means for reduction 
of greenhouse gases emissions, have changed their positions before and after the disaster. Until now, no 
studies have analyzed the changes in the points of issues objectively and quantitatively. In this paper, 
qualitative data analysis was applied to visualize the changes in the point of energy and environmental 
issues based on the minutes of the governmental advisory committee. The frequency of appearances of 
keywords was analyzed using a text mining tool. Then, the strengths of associations among keywords as 
well as between keywords and speakers were statistically analyzed and visually presented on scatter 
charts using multiple correspondence analysis. 


